



































































































































































   ３内容の取り扱い、（５）ア（イ）、
「世界平和の実現」については、領土（領海、領空を含む）、国家主権、主権相互の尊重、
国際連合の働きなどの基本的な事項を踏まえて理解させるように留意すること。
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のチェ・ゲバラ（1928 ～ 1967）や、キューバ革命のフェルデル・カストロ（1926 ～ 2016）
らの思想の影響が、この地域には見えてくる。前述のペペ・ホセ・ムヒカも、生前のチェ・
ゲバラらと交流があった。ラテンアメリカに反核兵器運動・批准国が集中しているのはこの
ような地域性や地理的・歴史的背景があるからである。
（３）10か国＝太平洋諸国に批准国が多い理由？
　ニュージーランドを筆頭にしたオセアニアの南太平洋の島嶼諸国は、アメリカ、フランス、
イギリスの核実験場に近い要因が考えられる（前田1991）。それだけこの地域は核兵器・放
射能問題に敏感である。1954年には日本のマグロ漁船第五福竜丸が、ビキニ環礁で行われた
アメリカ軍の水素爆弾実験の放射性降下物（死の灰）を浴び、乗員が約半年後に死亡してい
る。このような背景から、1985年にはラロトンガ条約（南太平洋非核地域条約）が締結され
地域単位での反核兵器運動が盛んである（図表14②）
（４）アフリカ諸国に６か国の理由は？
　フランスは旧植民地アルジェリアのサハラ砂漠で核実験（1966 ～ 96年）を実施してきた。
これは地域住民にとっては脅威となり、1991年ペリンダバ条約（アフリカ非核兵器地帯条約）
が締結された（図表14③）。
　南アフリカ共和国は、反アパルトヘイト指導者であったネルソン・マンデラ（1918 ～
2013）の母国であり、彼の人道的思想は現在も周辺国を含めて外交政策への影響は大きいと
言える。
　しかしながらアフリカ州全体（54か国）では批准国は６か国と少ない。これは同じ第三世
界地域であるラテンアメリカ諸国の批准国21か国と比較しても少数である。けれども世界全
体を大観すれば「６大州」では、アフリカ州が54か国であり国家数では最大である。したがっ
て2021年１月22日の条約発効以降、今後の「アフリカ諸国の動き」しだいで、一挙に批准国
がふえる可能性がある。ペリンダバ条約締結国の動行はますます世界から注目されるだろう。
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（５）オーストリアの地理的位置（東西陣営の中央）に注目させる
　オーストリアは地理的に欧州の中心に位置する。1955年の主権回復時に永世中立を宣言し
国連に加盟した。東西冷戦時代には北大西洋条約機構（NATO）とワルシャワ条約機構（WTO）
に挟まれ、大きな軍事衝突があれば核兵器の犠牲者となる危険があった。当時、旧ソ連は（オー
ストリアの）インスブルックに、米国は（同国）グラーツ近くのハンガリー領側に核兵器を
落とす用意があった（朝日新聞2020年10月25日閲覧デジタル版）。このような事情がオース
トリア国民を反核兵器運動に向けている。
　また近距離で発生したウクライナ共和国のチェルノブイリ原発事故（1986年）では、飛来
した放射能汚染物質の脅威を経験している。こんな「地政学的な位置」が、オーストリアが
批准国となった理由であると考えられる。
図表12：核兵器禁止条約批准国マップ
（出典：平和拠点ひろしまHP、https://hiroshimaforpeace.com/status-tpnw/、2020/10/29閲覧）
図表13：核兵器禁止条約を批准した国と地域
（出典：毎日新聞2020年10月26日記事）
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（６）東南アジアの地域性とバンコク条約
　東南アジアは、長らく欧米の植民地であった後に日本の占領も経験した地域であるが、第
二次大戦後はベトナム戦争（1964 ～ 76年）で東西冷戦の舞台となった。このことから平和
への思いが強い地域であり、1995年バンコク条約（東南アジア非核兵器地帯条約）が締結さ
れた（図表14④）。加えてベトナム、ラオス、タイは、核保有国である中国の隣国であるこ
とが批准国になったと言える。
（７）中央アジア、インドとパキスタンの対立、パレスチナとイスラエル
　中央アジアのカザフスタンは、旧ソ連時代には核戦略の拠点であった（図表14⑤）。ウス
チノカメノゴルスクには「核燃料工場」が、セミパラチンスクに旧ソ連時代の「核実験場」
があり、今も放射能汚染が残存している（京都高等学校社会科研究会編2003、38 ～ 39頁）。
この体験から住民は核兵器や放射能問題には敏感であり、核兵器反対世論が強い。中央アジ
ア５か国は2006年セメイ条約（中央アジア非核兵器地帯条約）を締結している。カザフスタ
ンが最初の批准国になった要因には、このような地域性がある。
　またバングラデシュ、パレスチナは、それぞれ隣国である中国・インド・パキスタン・イ
スラエルが核保有国（図表３）であることへの脅威・警戒から、反核兵器への住民意識が高
く批准国になったと考えられる。
　以上（１）～（７）の地域に批准国が多く分布する要因は、次の３つに整理することができる。
①　東西冷戦時代に核保有国に翻弄され、核兵器の恐怖体験をもつ地域である。
②　核兵器に関連した「実験場」があり、それに伴った被害や脅威を体験した地域である。
③　核保有国の近隣周辺に位置し、保有国への住民不安や警戒心がある地域である。
　翻って日本を考えれば「過去の体験」を十分に生かして来たのか、再検討する必要がある
だろう。
図表14：地域単位で核放棄を決めた条約締結国の分布地域
（備考：東京書籍編集部（1995、53頁）を基図に、P.ボニフェスほか（2016、60頁）から著者作成）
①トラテロルコ条約（1967年）
（中南米核兵器禁止条約）
②ラロトンガ条約（1985年）
（南太平洋非核地帯条約）
③ペリンダバ条約（1991年）
（アフリカ非核兵器地帯条約）
④バンコク条約（1995年）
（東南アジア非核兵器地帯条約）
⑤セメイ条約（2006年）
（中央アジア非核兵器地帯条約）
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第５章．世界平和への理論と思想
　ここまで社会科教育・地理教育の立場で「核兵器」「平和」について述べてきたが、本章
ではもう少し視点を拡大して、過去の世界平和への思想について整理しておくことにする。
なぜならそのことが「平和教材」作成の際に、社会科教師の「理論武装」にも役立つからで
ある。
（１）カントの世界平和思想
　18世紀の哲学者であり地理学者でもあったカント（1724 ～ 1804）は、著書『永遠平和の
ために』の冒頭で、『…将来の戦争の種をひそかに保留して締結された平和条約は、決して
平和条約とみなされてはならない（第１章、第１条項）』（カント1985、13頁）、と述べてい
る（太字へは筆者が修正、原文は太字ではない）。日本政府が支持している1967年NPT（核
拡散防止条約）では、５大国の核保有を認めているが、これはカントの言う「将来の戦争の
種」であると考えられる。
　またカントは『…人間の自然状態は、むしろ戦争状態である。…それゆえ平和状態は創設
されなければならない』としている（カント1985、27頁）。そして『…自然状態でかれ（核
保有国）が私のそばにいるということで、…すでに私に危害を加えている。…私はかれ（核
保有国）からたえず脅かされている…これは平和状態ではない（太字への表記と、波線部分
は筆者が加筆）』とも述べている。したがって従来の核保有国との共存状態（抑制力バラン
ス＝核の傘）のもとの世界平和では、平和状態は創設されないことになる。ゆえに「核拡散
防止条約（NPT）」より「核兵器禁止条約（TPNW）」の方が、さらにカントの平和状態に
近づくという理論が成り立つ。社会科教師には自信を持ってこのようなカントの平和思想に
立って、NPTとTPNWの２つの条約を比較しながら、教材にしてほしい。
　さらにカントは『…この地球という球体の表面では、人間は無限に散らばって広がること
ができないために、共存するしかない…』、『…世界の遠く離れた大陸がたがいに平和な関係
を結び、やがてはこの関係が公的で法的名ものとなり、人類がいずれはますます世界市民的
な体制に近くなることが期待できるのである…』（萱野2016、25 ～ 26頁）とも述べていて、
将来の「国際連盟」「国際連合」「EU」などの「地域統合」を予測している。
　もちろんカントが予想した「地域統合」には、図表13にあげた「地域単位で核放棄締結条
約①～⑤」も含まれる。世界地図を教材にして用いることで、スタートは世界全体ではない
が、「①～⑤の地域単位の限定された非核地帯」が、やがては全世界に拡大する。これはカ
ントのめざした「世界市民的な体制」に必ず発展すると言える。その意味で今回の「核兵器
禁止条約」は、カントのめざした「永遠平和の思想」が活かされていて、その途上に私たち
は存在するのである。
（２）新渡戸稲造の世界平和思想
　カントの世界平和思想の影響を受けた日本人で、国際連盟の事務次長を務めたのは、新渡
戸稲造（1862 ～ 1933年）である。第一次大戦後大国となったアメリカ合衆国は、「国際連盟
核兵器禁止条約と社会科教育（西岡）
−　　−19
でも戦争は防止できない」として連盟に加盟しなかった10）。これに対して新渡戸は『…小国
を律する方法で大国のまとまらぬのは、分かりきったことである。しかし、国際紛擾はかく
して収まるということが確定すれば、大でも小でも同筆法を応用する途が開けて、後日一般
に通用せらるるに至ろう。…われわれ人類の眼が前についている限り、希望、信仰、創造の
霊覚、妙智をもって将来を瞥見すれば、古人も「和をもって貴とす」と述べた理想が必ず実
現さるるであろう（新渡戸2002、244 ～ 246頁）」と述べている。
　たとえスタートは小国の集まりであろうが、このような方法で国際紛争が収拾できるとい
う事例を重ねていけば、大国もやがてはそれに従い世界平和の理想が実現される、というの
が新渡戸の考えである。これを「核兵器禁止条約」に応用していけば「核保有国（９か国）」
が批准していなくても、かつ「小国ばかりの批准国」であっても、将来に向けて着実に「核
兵器禁止条約」の理想は実現されることになる。
　現時点で批准国はまだ50か国と少ないが、新渡戸がいうように人類の未来は希望に満ちて
いると私たちは信じたい。社会科教師には日本国憲法・教育基本法の示している方向に従い
「世界平和の理想」を実現させる使命がある。被爆国日本の社会科を担当する教員には、こ
のような新渡戸の意志を受け継ぎ、世界平和の理想実現を信じて、勇気と希望を持って教材
研究・教育実践を行ってほしい。
第６章．まとめと今後の課題
　今回の大学生への意識調査では「核兵器が実際の戦争で使用されたのが、日本だけだった
ということを、今回初めて知りました。」という感想があり筆者にはショックだった。この
感想を含め約半数（53％）が、確信を持って「核兵器禁止条約」を支持できていないことが
明らかとなった。その理由には、「当事者である核兵器保有国（９か国）がいずれも、批准
していないので、この条約には実効性がない」という意見が多数みられた。
　これらの意見に対しては黒沢（2020）を参考に、次の①～③の視点から考察することもで
きる。なぜなら、核兵器保有国（９か国）に対し「核兵器そのものの廃棄」を全世界が一致
団結してアピールすることがこの条約の目的なのである。
　①現時点で核保有国が批准していないのは残念である。しかしこの条約の目的＝本質は
もっと長期的なものである。それには私たちは、第一に「核兵器は人道上の悪」である。第
二に「核兵器は役に立たなくて危険」である。第三に「核兵器はお金の無駄遣い」である、
という認識を世界に広めことが必要である。この認識が広まることで人々の意識が変革し、
世論により国（まだ批准しない国）の政策を変えるのがこの条約の目的＝本質である。
　②条約の発効（2021年１月22日）ですぐに核兵器が削減されることもないし、世界が平和
になるわけでもない。それでも長期的な大きな挑戦の始まりになって、より平和で公平な国
10）今回の「核兵器禁止条約」でも、当事者である核保有国＝９か国（図表２）はこの条約に「反対」を唱
え「妨害」すらしている。とりわけアメリカ合衆国はこの禁止条約を真っ向から否定し、批准取り下げを
迫る書簡を参加国に送りつけている（京都新聞2020.10.26．）。なぜなら禁止条約が大きなうねりとなれば、「核
抑止論」の正当性が揺らぎかねないからである。書簡による批准国や反核団体への「脅迫」とも取れる水
面下の切り崩し工作からは、逆に「保有国」の危機感が透けて見えてくる。
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際社会を構築するための重要な手段にはなる。
　③条約を支持する側は、発効に満足することなく、さらに加盟国を増やす努力をするべき
である。同時に私たちはこの条約の持つ「人道的かつ人類的な側面」への理解をさらに深め、
支持を拡大するための行動をしなければいけない。
　今後この条約の「発効（2021年１月22日）」を契機に、これまで以上に世界全体の「核兵
器廃絶」への機運が高まるだろう。筆者は今回の「核兵器禁止条約」を積極的に社会科教材、
とりわけ地理教育教材にしていくことが「世界平和」近づくことになると思う。
　さらに被爆国日本の若者が、カントや新渡戸が唱えた「世界平和の理想」について議論す
る絶好の機会・教材にもなる。そして何より「核兵器禁止条約の発効」は、社会科教員にとっ
ては「世界平和」「平和学習」をタイムリーに教材化できるチャンスである。
　加えて現在の世界情勢は「コロナ後の世界」にむけて、人類史上の歴史的な「価値観の転
換点」でもある。ポスト・コロナ時代にむけて、この機会にぜひ多くの社会科教員や社会科
教員をめざす若者に「核兵器の非人道性」「世界平和の理想」について考えてほしい。本稿
がそのきっかけになることを期待したい。
《備考》
　本稿は全国地理教育学会第14回大会（2020年11月22日：オンライン開催）で、一般研究発
表したタイトル：「核兵器禁止条約と地理教育―大学生への意識調査と地理教材化への試み
―」の内容を骨子として、追加・加筆し再構成したものである。また講義中に実施した「意
識調査」に、熱心に取り組み回答してくれた大阪商業大学の学生諸君に感謝します。
《追記》
　2020年10月24日以降の進展としては、12月11日にベナンが批准国に加わった。また2021年
１月22日の発効後には、チリ、ペルー、インドネシア、ブラジルが批准の手続きに入ってい
る（2021年１月23日付NHK－TV朝６：00ニュース報道による）。
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